


特名随意契約の理由書 
 
 
１ 案件番号   Ｒ７宝窓委－１６ 
 
 
２ 案件名    令和 7 年度住民記録・印鑑登録・国民年金システム等標準化対応マニュ

アル作成・研修実施業務委託 
 
 
３ 案件場所   宝塚市東洋町 外 地内 
 
 
４ 契約期間   契約の日から令和８年（2026 年）３月３１日まで 
 
 
５ 契約相手方  
      住所： 兵庫県神戸市中央区東町１２６番地 

社名： 日本電気株式会社 
      
６ 指定理由 
（根拠） 
     地方自治法施行令  第１６７条の２第１項第２号該当 
     宝塚市契約規則   第２０条第１項ただし書該当 
 
     （指定理由） 

 本業務は標準準拠システムの構築、ソフトウェア運用と密接不可分であり、

加えて標準化対象業務は現行の運用にも影響を与え、市民生活に直結するもの

であることから、影響を最小限にとどめながら、正確かつ円滑な全体としての

業務標準化を達成することが必要不可欠である。そのため、契約相手方は現在

の標準化対象業務構築事業者である日本電気株式会社以外では対応できない

ため。 
 
 
７ 問合わせ先 
     課名：窓口サービス課    内線：２７０２ 
 



特名随意契約の理由書 

 

 

１ 案件番号   GS07-02 

 

２ 案件名    RPA 開発支援業務委託 

 

３ 案件場所    宝塚市役所本庁舎内など 

 

４ 契約期間   契約の日から 

令和 8年（2026 年）3月 31 日（火）まで 

 

５ 契約相手方 

  住所： 東京都港区海岸一丁目 7番 1号 ポートシティ竹芝オフィスタワー 

    社名： ソフトバンク株式会社 

      

６ 指定理由 

（根拠） 

地方自治法施行令  第１６７条の２第１項第 2 号該当 

宝塚市契約規則   第２０条第１項 ただし書 該当 

 

（指定理由） 

RPA に関連する業務については、事業者の支援のもと、令和 6 年度までに RPA の

新規開発や運用時のメンテナンスを行ってきた。今回、従前使用していた RPA ツ

ールの価格高騰を起因としてツール変更を行うにあたり、これまでに作成した RPA

を新ツールへ移行する必要がある。RPA の安定稼働のためにも、作成した事業者の

支援が必要になることから、当該事業者と契約を行うものである。 

 

７ 問合わせ先 

     課名： 業務改革推進課    内線： 2167 



特名随意契約の理由書 
 
 
１ 案件番号   
 
 
２ 案件名   J-ALERT 受信機更新及び衛星アンテナ設置業務 
 
 
３ 案件場所  宝塚市役所内 
 
 
４ 契約期間   契約日 から 令和 8 年（2026 年）3 月 31 日 
 
 
５ 契約相手方  
      住所： 大阪市北区堂島浜 2-2-8 
      社名： 西菱電機株式会社 
      
６ 指定理由 
（根拠） 
     地方自治法施行令  第１６７条の２第１項第 2 号該当 
 
     宝塚市契約規則   第２０条第１項 ただし書 該当 
 
     （指定理由） 
          本業務で更新する J-ALERT 受信機で受信する J-ALERT 情報は、受

信機から防災行政無線に送信し、広く市民に対し情報の発信を行ってい

る。 
         本市では防災行政無線の導入及び保守管理契約を西菱電機と行って

いる。 
  今回の J-ALERT 受信機の更新においては、既設の防災行政無線との

接続が必須であり、各機器の連動等、高い専門性が必要となる。万一

J-ALERT 情報が防災行政無線を通じて発信できなかった際、責任の所

在が不明確になってしまわないよう、既設の防災行政無線の保守業者で

ある西菱電機株式会社を特名随意契約の相手方に指定する。 
                 
                 
                 
                 
 
７ 問合わせ先 
     課名：総合防災課    内線：4811      
 



特名随意契約の理由書 

 

 

１ 案件番号   子政委－３ 

 

 

２ 案件名    自治体情報システム標準化に伴う子ども家庭総合支援拠点 

   システム連携対応業務委託 

 

 

３ 案件場所   宝塚市東洋町 地内 

 

 

４ 契約期間   令和７年（2025 年）８月１日 ～  

令和８年（2026 年）３月３１日 

 

 

５ 契約相手方  

      住所：岡山県岡山市南区豊成二丁目７番１６号 

      社名：株式会社両備システムズ 

 

６ 指定理由 

（根拠） 

     地方自治法施行令  第１６７条の２第１項第 ２ 号該当 

 

     宝塚市契約規則   第２０条第１項 ただし書 該当 

 

     （指定理由） 

      当該業務については、標準準拠システム等と連携を継続するため、子

ども家庭総合支援拠点システム改修等を行うものであり、同システムの

ベンダーである当該事業者以外では行えない業務であるため、特名随意

契約を行うものです。 

 

 

７ 問い合わせ先  子ども政策課  内線：２６３２ 

 



                                   
特名随意契約の理由書 

 
 
１ 案件番号   教社ス修－３ 
 
 
２ 案件名    市立スポーツセンタートレーニング室空調機修繕 
 
 
３ 案件場所   宝塚市小浜１丁目 地内 
 
 
４ 契約期間   締結日 ～ 

 令和 ７年（２０２５年） ８月３１日 
 
 
５ 契約相手方  
      住所： 大阪府吹田市南金田２－２３－１７ 
      社名： ダイキン工業株式会社 
      
６ 指定理由 

（根拠） 
地方自治法施行令  第１６７条の２第１項第２号該当 

 
     宝塚市契約規則   第２０条第１項ただし書該当 
 
      

（指定理由） 
    本件においては、猛暑と言われる昨今、利用者の生命を守るため早急かつ正 

確な履行を要するところ、当該機器の構造独自性に鑑みると、それを熟知して 
いる製造元以外の事業者が受注し、目的を達することは著しく困難である。 
 以上のことから、同事業者を随意契約の相手方とする。 
 

７ 問合わせ先 
     課名：スポーツ振興課          内線：２２１５ 
 



特名随意契約の理由書 
 
 
１ 案件番号   教支委‐１ 
 
 
２ 案件名    学校適応感把握事業 業務委託 
 
 
３ 案件場所   宝塚市市内一円地内 
 
 
４ 契約期間   契約日 から 令和８年（２０２６年）３月３１日 
 
 
５ 契約相手方  
      住所： 広島県広島市中区幟町３番１号 
      社名： 公益社団法人  学校教育開発研究所 
 
 
６ 指定理由 
（根拠） 
     地方自治法施行令  第１６７条の２第１項第 ２ 号該当 
 
     宝塚市契約規則   第２０条第１項 ただし書 該当 
 
     （指定理由） 
    本件は、子ども達が学校風土をどのように捉えているかをはかるため、文部科

学省が学校風土をはかるツールとして紹介した５つのうち、本市の条件に合った

ASSESS、B-SAFE を採用し、アンケート実施とその結果を分析するものである。 
ASSESS、B-SAFE のアンケート項目および分析方法は、独自に開発されたもので

あるため学校教育開発研究所しか実施できない。 
これらの理由により、上記相手方と特名による業務委託契約の締結を行う。 

 
 
７ 問合わせ先 
     課名：教育支援課    内線：８２３１（８７－１７１８） 
 


